
新居浜市公共施設太陽光発電設備等導入補助事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、再生可能エネルギーなど市有施設の脱炭素化に資する設備の導入を推

進し、市の事務事業における温室効果ガス排出量を削減するため、予算の範囲内で新居浜

市公共施設太陽光発電設備等導入補助事業補助金（以下「補助金」という。）を交付する

ことについて、環境省二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金（地域脱炭素移行・再エネ推

進交付金）交付要綱（令和４年３月３０日環政計発第２２０３３０１号。以下「国交付要

綱」という。）及び新居浜市補助金等交付規則（平成９年規則第９号）に定めるもののほ

か、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（１）国実施要領 国交付要綱第３条に掲げる事業に関して必要な細目等を定めた環境省

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和４年３月３０日環政計発第２２０３

３０３号）をいう。  

（２）オンサイトＰＰＡ方式 ＰＰＡ事業者の費用負担により、需要家施設に太陽光発電

設備を設置し、所有・維持管理等をしながら、当該太陽光発電設備の発電電力を、需要

家に売却し、当該施設（当該設備が設置された敷地と同一敷地内に存在する他施設を含

む）に供給する契約方式をいう。 

（補助対象事業者） 

第３条 新居浜市エネルギー地産地消推進事業（公共施設太陽光発電設備導入事業）公募型

プロポーザル実施要領に基づき、対象施設への太陽光発電設備及び付帯設備の導入を行

う事業者（以下「補助事業者」という。）を補助金の交付対象者とする。 

（補助対象設備及び交付要件） 

第４条 補助対象設備及び交付要件は、別表第１のとおりとする。 

（補助対象経費及び補助率） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費は、補助事業者が事業を実施するために必要な経

費とし、別表第２のとおりとする。 

（交付申請等） 

第６条  補助金の交付を受けようとする補助事業者は、新居浜市公共施設太陽光発電設備

等導入補助事業補助金交付申請書（第１号様式）に別表第３に定める書類を添えて、別に

定める日までに市長に提出しなければならない。 

２ 当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額（補助対象経費に含まれる消

費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により

仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５ 



年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率

を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除額」という。）を減額して交付申請し

なければならない。ただし、申請時において消費税等仕入控除額が明らかでないものにつ

いては、この限りでない。 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前項に規定する申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めたと

きは、必要な条件を付して補助金の交付を決定し、新居浜市公共施設太陽光発電設備等導

入補助事業補助金交付決定通知書（第２号様式）により、申請者に通知するものとする。

また、適当でないと認めたときは、新居浜市公共施設太陽光発電設備等導入補助事業補助

金不交付決定通知書（第３号様式）により当該申請者に通知するものとする。 

（補助事業の着手） 

第８条 補助金の交付決定を受けた補助事業者は、前条の規定による通知を受けた後でな

ければ、補助事業に着手してはならない。なお、契約の締結は着手したものとみなすもの

とする。 

（補助事業の変更等） 

第９条 補助事業者は、補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）につ

いて、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ新居浜市公共施設太陽光発電設

備等導入補助事業補助金変更（中止）承認申請書（第４号様式）に、市長が必要と認める

書類等を添えて、市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（１） 補助対象経費の額の変更 

（２） 補助事業の内容の変更（ただし、補助目的に変更をもたらすものでない軽微な変更

は除く。） 

（３） 補助事業の全部若しくは一部の中止又は廃止 

２ 市長は、前項に規定による申請書が提出されたときは、その内容を審査し、適当と認め

るときは、必要な条件を付して承認を決定し、新居浜市公共施設太陽光発電設備等導入補

助事業補助金交付変更（中止）承認（不承認）通知書（第５号様式）により補助事業者に

通知するものとする。 

３ 補助事業者は、やむを得ない事情により、補助事業を着手した年度の予定の期間内に完

了し難く、翌年度に繰り越す必要があるときは、すみやかに新居浜市公共施設太陽光発電

設備等導入補助事業補助金繰越承認申請書（第６号様式）に、市長が必要と認める書類等

を添えて、市長に提出し、その承認を受けるとともに指示に従わなければならない。 

４ 市長は、前項の規定による申請書が提出されたときは、その内容を審査し、新居浜市公

共施設太陽光発電設備等導入補助事業補助金繰越承認（不承認）通知書（第７号様式）に

より補助事業者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１０条  補助事業者は、補助事業が完了したときは、市長が別表４で定める期日までに、



新居浜市公共施設太陽光発電設備等導入補助事業補助金実績報告書（第８号様式）に、別

表第４に定める書類を添えて提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、第１項の規定による実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税等

仕入控除税額が明らかな場合は、当該消費税等仕入控除額を減額して報告しなければな

らない。 

（補助金の額の確定） 

第１１条 市長は、前条第１項の規定による実績報告書が提出されたときは、その内容を審

査し、必要に応じて現地調査を行い、適当と認めたときは、補助金の額を確定し、新居浜

市公共施設太陽光発電設備等導入補助事業補助金交付確定通知書（第９号様式）により補

助事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交

付されているときは、補助事業者に対し、新居浜市公共施設太陽光発電設備等導入補助事

業補助金返還命令書（第１０号様式）によりその超える部分の補助金の返還を命ずるもの

とする。 

３ 前項の規定による補助金の返還の期限は，その命令のなされた日から２０日以内とし、

期限内に納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る日数に応じて年利

１０.９５パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第１２条 補助事業者は、前条第１項に規定する補助金の額の確定通知を受けたときは、速

やかに新居浜市公共施設太陽光発電設備等導入補助事業補助金交付請求書（第１１号様

式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求書を受理したときは、補助金を支払うものとする。 

（補助金の概算払）  

第１３条 市長は、補助事業の実施上必要があると認めるときは、補助金の一部を概算払す

ることがある。 

２ 補助事業者は、補助金の概算払を受けようとするときは、新居浜市公共施設太陽光発電

設備等導入補助事業補助金交付概算払請求書（第１２号様式）に関係書類を添えて、市長

に提出しなければならない。 

（補助金の額の再確定） 

第１４条 補助事業者は、第１１条第１項の規定による額の確定通知を受けた後において、

補助金に関して、違約金、返還金その他補助金に代わる収入があったこと等により補助金

に要した経費を減額するべき事情がある場合は、市長に対し当該経費を減額して作成し

た実績報告書を第１０条第１項に準じて提出するものとする。 

２ 市長は、前項に基づき実績報告書の提出を受けた場合は、第１１条第１項に準じて改め

て額の再確定を行うものとする。 

３ 第１１条第２項及び第３項の規定は、前項の場合に準用する。 



（交付決定の取消し等） 

第１５条 市長は、第９条第１項第３号に規定する申請があったとき又は次の各号のいず

れかに該当すると認めるときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことがで

きる。 

（１）補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件、その他この要綱又はこれに基づく市

長の指示に違反したとき。 

（２）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき 

（３）補助事業を実施しないとき、又は実施する意思がみとめられないとき 

（４）補助金を補助の目的外に使用したとき 

（５）交付決定後に生じた事情により、補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくなっ

たとき 

（６）前各号に掲げるもののほか市長が取り消す必要があると認めたとき 

２ 前項の規定は、補助事業について交付すべき補助金の額の確定があった後においても

適用があるものとする。 

３ 市長は、前項の規定により交付決定の取消しをしたときは、新居浜市公共施設太陽光発

電設備等導入補助事業補助金交付決定取消通知書（第１３号様式）により補助事業者に通

知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１６条 市長は、前条第１項に規定する取消しをした場合において、既に当該取消しに係

る部分に関し補助金が交付されているときは、期限を付して補助金の全部又は一部の返

還を命ずることができる。 

２ 市長は、前項の返還を命ずる場合は、前条第１項第５号に規定する場合を除き、その命

令に係る補助金の受領の日から納付の日までの期限に応じて、年利１０.９５パーセント

の割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。 

３ 第２項に基づく補助金の返還については、第１１条第３項の規定を準用する。 

（財産の管理及び処分制限） 

第１７条 補助事業者は、補助事業により取得した財産（以下「取得財産」という。）を、

補助金交付の目的に従って適正に管理しなければならない。 

２ 補助事業者は、取得財産等について、取得財産等管理台帳・取得財産等明細表（第１４

号様式）を備え、管理するとともに、第１０条第１項に規定する実績報告書に添付して提

出するものとする。 

３ 補助事業者は、取得財産を市長の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用、

譲渡、交換、貸付け、担保に供する処分、廃棄（以下「処分」という。）してはならない。

ただし、取得財産の耐用年数を勘案して市長が定める期間を超過した場合は、この限りで

はない。 

４ 前項に規定する期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令



第１５号）に定められている耐用年数に相当する期間とする。 

５ 補助事業者は、前項の期間に取得財産を処分しようとするときは、あらかじめ新居浜市

公共施設太陽光発電設備等導入補助事業補助金設備等処分承認申請書（第１５号様式）を

市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

６ 市長は、前項の規定による申請書が提出されたときは、その内容を審査し、新居浜市公

共施設太陽光発電設備等導入補助事業補助金設備等処分承認（不承認）通知書（第１６号

様式）により補助事業者に通知するものとする。 

７ 取得財産の処分に係る承認基準、財産処分納付金の額、その他必要な事務手続について

は、環境省所管の補助金等で取得した財産の処分承認基準について（平成２０年５月１５

日付環境会発第０８０５１５００２号大臣官房会計課長通知）に準ずるものとする。 

８ 市長は、前項の承認に係る財産を処分したことにより補助事業者に収入があったと認

めたときは、補助事業者に対して、その収入に相当する額の全部又は一部を市に納付させ

ることがある。 

（補助金の経理等） 

第１８条 補助事業者は、補助事業に係る帳簿及び関係書類を整備し、補助事業の完了年度

の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。ただし、取得財産について第１７

条第４項に規定する期間を経過しないものに係る関係書類については、当該期間を経過

するまで保管しなければならない。 

２ 前項の規定により保管するべき帳簿等のうち、電磁的記録により保管が可能なものは、

電磁的記録によることができる。 

３ 市長の要求があったときは、いつでも閲覧に供せるよう保存しておかなければならな

い。 

（調査等） 

第１９条 市長は、補助事業の適正かつ円滑な運営を図るため、必要に応じて現地調査を行

うことができる。 

２ 市長は、補助事業者に対して、必要に応じて事業の成果を示す情報の提供その他の協力

を求めることができる。 

（その他） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年７月１４日から施行する。 

 


